
（参考）

（昭和４８年１０月３０日保発第４２号）改正後全文

公費負担医療が行われる療養に係る高額療養費の支給について

健康保険法等の一部を改正する法律(昭和四八年九月二六日法律第八九号)に

より新たに健康保険及び船員保険において設けられた高額療養費の支給につい

ては昭和四八年一〇月一七日保発第三九号、庁保発第二〇号で通知したところ

であるが、公費負担医療が行われる療養に係る高額療養費の支給に関する具体

的実施方法については、次の事項に留意のうえ、円滑な実施を図られたい。あ

わせて、関係医療機関等及び社会保険診療報酬支払基金支部並びに貴都道府県

公費負担医療主管部局及び保険主管部局との間の連絡調整を図るとともに、貴

管下健康保険組合への周知を図られるよう願いたい。

記

１ 趣旨

高額療養費の支給は、被保険者からの請求に基づいて行われるのが原則で

あるが、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７

号）による一般疾病医療費の支給その他健康保険法施行規則（大正１５年内

務省令第３６号）第１０６条から第１０８条まで若しくは船員保険法施行規

則（昭和１５年厚生省令第５号）第４７条ノ２ノ９、第４７条ノ２ノ１０若

しくは第４７条ノ３又は昭和５９年厚生省告示第１５７号に規定する医療に

関する給付（以下「公費負担医療」という。）が行われる療養に係る高額療

養費の支給については、保険者は被保険者に支給することに代えて高額療養

費の額を直接保険医療機関等に支払うこととした。これは、従来、家族療養

費が現物給付の取扱いとして行われる場合において、当該療養につき公費負

担医療が行われるときは、患者の窓口負担を要することなく当該給付を受け

られるよう取扱つていることにかんがみ、高額療養費支給制度の創設により、

新たに患者の窓口負担が生ずることなく本制度が実施できるようにしたもの

であり、保険医療機関等における請求事務においても最小限度のものとする

こととしたものであること。

なお、前記公費負担医療の種類は、別紙のとおりである。

２ 保険医療機関等における患者負担額の支払い



被保険者及びその被扶養者が当該療養につき公費負担医療を受ける場合に

は、当該療養につき高額療養費が支給される場合にあつても、当該高額療養

費を保険医療機関等が被保険者に代つて保険者に請求することとしたので、

被保険者及びその被扶養者は、従前どおり窓口負担なしに医療が受けられる

ものであること。

３ 保険医療機関等の高額療養費の額の請求

公費負担医療が行われる療養に係る高額療養費についての高額療養費の保

険医療機関等からの保険者に対する請求は、次により行うものであること。

（１）高額療養費の請求については、診療報酬請求書においてこれを特別扱

いとすることなく、保険医療機関等は従前どおり請求を行うものである

こと。

（２）被保険者又は被扶養者が別紙１２、１３及び１５の公費負担医療に関

する給付が行われるべき療養を受けた場合において、高額療養費の支給

対象であるときは、診療報酬明細書の「特記事項」欄に、高額療養費が

支給されるものであることの表示（「公」の表示）を行うものであるこ

と。

（３）被保険者又は被扶養者が特定疾患給付対象療養（別紙１１（児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の事業に係る医療の給付

に限る。）及び１４の公費負担医療に関する給付が行われるべき療養を

いう。以下同じ。）を受けた場合であって、保険者の認定を受けている

とき（これらの給付を受けるための証書に医療保険の所得区分が記載さ

れている場合）においては、高額療養費の支給対象であるか否かにかか

わらず、診療報酬明細書の「特記事項」欄に、所得区分に関する表示（「１

７」等の表示）を行うものであること。

４ 社会保険診療報酬支払基金における高額療養費の支払い

（１）社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）は、社会保

険と公費負担医療の併用の者に係る診療報酬明細書及び「公」の表示の

なされた診療報酬明細書（それぞれ高額療養費の支給に係るものに限

る。）については、当該診療報酬明細書における総医療費から次に掲げ

る療養の区分に応じ、それぞれ定められた基準額（以下（１）において

「基準額」という。）を控除した額を保険者に対して請求すること。ま

た、公費負担分については、それが支払基金において審査、支払いを行

うものであるときは基準額を限度として当該公費負担医療実施者に対し



て請求し、それが支払基金において審査、支払いを行わないものである

ときは、当該公費負担医療実施者は基準額を限度として保険医療機関等

に対して支払うものであること。

イ ロ又はハに掲げる療養以外の場合

（イ）７０歳に達する日の属する月以前の療養の場合

８０，１００円に医療費のうち２６７，０００円を超える部分

の１００分の１を加えた額。ただし、７５歳到達時特例対象療養

（健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号。以下「令」と

いう。）第４２条第５項に規定する七十五歳到達時特例対象療養を

いう。以下同じ。）の場合にあつては、４０，０５０円に医療費の

うち１３３，５００円を超える部分の１００分の１を加えた額と

する。を加えた額とする。

（ロ）７０歳に達する日の属する月の翌月以降の入院療養の場合

６２，１００円（当該療養を平成２０年４月から平成２２年３

月までの間に受けた場合にあつては４４，４００円）。ただし、７

５歳到達時特例対象療養の場合にあつては、３１，０５０円（当

該療養を平成２１年１月から平成２２年３月までの間に受けた場

合にあつては２２，２００円）とする。

（ハ）７０歳に達する日の属する月の翌月以降の外来療養の場合

２４，６００円（当該療養を平成２０年４月から平成２２年３

月までの間に受けた場合にあつては１２，０００円）。ただし、７

５歳到達時特例対象療養の場合にあつては、１２，３００円（当

該療養を平成２１年１月から平成２２年３月までの間に受けた場

合にあつては６，０００円）とする。

ロ 特定疾患給付対象療養の場合（特定疾患給付対象療養を受けること

について保険者の認定を受けた者が受けたものに限る。）

（イ）７０歳に達する日の属する月以前の療養の場合

① 次に掲げる者以外の者

・特定疾患給付対象療養多数回該当（※）以外の場合

８０，１００円に医療費のうち２６７，０００円を超える部

分の１００分の１を加えた額。ただし、７５歳到達時特例対象

療養の場合にあつては、４０，０５０円に医療費のうち１３３，

５００円を超える部分の１００分の１を加えた額とする。

※ 特定疾患給付対象療養多数回該当の場合とは、特定疾患給付対象療

養（入院療養に限る。）のあった月以前の１２月以内に、同一の者が

同一の医療機関で受けた特定疾患給付対象療養（入院療養に限る。）

に係る高額療養費（健康保険法施行令第４１条第７項の規定によるも



のに限る。）が支給されている月数が３月以上ある場合をいう。以下

同じ。

・特定疾患給付対象療養多数回該当の場合

４４，４００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合

にあつては、２２，２００円とする。

② 令第４２条第１項第２号に掲げる者

・特定疾患給付対象療養多数回該当以外の場合

１５０，０００円に医療費のうち５００，０００円を超える

部分の１００分の１を加えた額。ただし、７５歳到達時特例対

象療養の場合にあつては、７５，０００円に医療費のうち２５

０，０００円を超える部分の１００分の１を加えた額とする。

・特定疾患給付対象療養多数回該当の場合

８３，４００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合

にあつては、４１，７００円とする。

③ 令第４２条第１項項第３号に掲げる者

・特定疾患給付対象療養多数回該当以外の場合

３５，４００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合

にあつては、１７，７００円とする。

・特定疾患給付対象療養多数回該当の場合

２４，６００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合

にあつては、１２，３００円とする。

（ロ）７０歳に達する日の属する月の翌月以降の入院療養の場合

① 次に掲げる者以外の者

・特定疾患給付対象療養多数回該当以外の場合

６２，１００円（当該療養を平成２１年５月から平成２２年

３月までの間に受けた場合にあつては４４，４００円）。ただ

し、７５歳到達時特例対象療養の場合にあつては、３１，０５

０円（当該療養を平成２１年５月から平成２２年３月までの間

に受けた場合にあつては２２，２００円）とする。

・特定疾患給付対象療養多数回該当の場合

４４，４００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合

にあつては、２２，２００円とする。

② 第４２条第３項第２号に掲げる者

・特定疾患給付対象療養多数回該当以外の場合

８０，１００円に医療費のうち２６７，０００円を超える部

分の１００分の１を加えた額。ただし、７５歳到達時特例対象



療養の場合にあつては、４０，０５０円に医療費のうち１３３，

５００円を超える部分の１００分の１を加えた額とする。

・特定疾患給付対象療養多数回該当の場合

４４，４００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合

にあつては、２２，２００円とする。

③ 第４２条第３項第３号に掲げる者

２４，６００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合

にあつては、１２，３００円とする。

④ 第４２条第３項第４号に掲げる者

１５，０００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合

にあつては、７，５００円とする。

（ハ）７０歳に達する日の属する月の翌月以降の外来療養の場合

① 次に掲げる者以外の者

２４，６００円（当該療養を平成２１年５月から平成２２年

３月までの間に受けた場合にあつては１２，０００円）。ただし、

７５歳到達時特例対象療養の場合にあつては、１２，３００円

（当該療養を平成２１年５月から平成２２年３月までの間に受

けた場合にあつては６，０００円）とする。

② 第４２条第３項第２号に掲げる者

４４，４００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合

にあつては、２２，２００円とする。

③ 第４２条第３項第３号又は第４号に掲げる者

８，０００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合に

あつては、４，０００円とする。

ハ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１５条の医療扶助の対

象となる療養の場合

（イ）７０歳に達する日の属する月以前の療養の場合

３５，４００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合に

あつては、１７，７００円とする。

（ロ）７０歳に達する日の属する月の翌月以降の入院療養の場合

１５，０００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合に

あつては、７，５００円とする。

（ハ）７０歳に達する日の属する月の翌月以降の外来療養の場合

８，０００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合にあ

つては、４，０００円とする。



（２）入院療養において社会保険と公費負担医療の併用の療養と保険単独の

療養が併せて行われる場合の支払いについては、以下のとおりとするこ

と。

イ ７０歳に達する日の属する月以前の入院療養の場合

（イ）保険単独の療養及び公費負担医療の併用に係る令第４１条第１

項第１号イからヘまでに掲げる額（以下「一部負担金等」という。）

が、それぞれ２１，０００円（７５歳到達時特例対象療養に係る

ものにあつては１０，５００円）以上であり、かつ、当該公費負

担医療に係る費用徴収額が生ずる場合

支払基金は、保険単独の療養に係る一部負担金等と公費負担医

療に係る費用徴収額を合算した額が次に掲げる者の区分に応じ、

それぞれ定められた限度額（以下イにおいて「限度額」という。）

を超えるときは、当該合算した額と限度額の差額についても保険

者に請求すること。

なお、令第４２条第１項第３号に掲げる者に該当していること

につき保険者の認定を受けている者の入院療養において、公費負

担医療における費用徴収額が限度額を超える場合は、費用徴収額

と限度額の差額についても保険者に請求すること。

① 令第４２条第１項第２号に掲げる者に該当していることにつ

き保険者の認定を受けている者

１５０，０００円に医療費のうち５００，０００円を超える

部分の１００分の１を加えた額（７５歳到達時特例対象療養に

係るものにあつては、７５，０００円に医療費のうち２５０，

０００円を超える部分の１００分の１を加えた額）。ただし、高

額療養費多数回該当の場合は、８３，４００円（７５歳到達時

特例対象療養に係るものにあつては４１，７００円）とする。

② 令第４２条第１項項第１号に掲げる者に該当していることに

つき保険者の認定を受けている者

８０，１００円に医療費のうち２６７，０００円を超える部

分の１００分の１を加えた額（７５歳到達時特例対象療養に係

るものにあつては、４０，０５０円に医療費のうち１３３，５

００円を超える部分の１００分の１を加えた額）。ただし、高額

療養費多数回該当の場合は、４４，４００円（７５歳到達時特

例対象療養に係るものにあつては２２，２００円）とする。

③ 令第４２条第１項項第３号に該当していることにつき保険者

の認定を受けている者



３５，４００円（７５歳到達時特例対象療養に係るものにあ

つては１７，７００円）。ただし、高額療養費多数回該当の場合

は２４，６００円（７５歳到達時特例対象療養に係るものにあ

つては１２，３００円）とする。

（ロ）（イ）以外の場合

支払基金は、保険単独の療養に係る一部負担金等が限度額を超

えるときは、当該額と限度額の差額についても保険者に請求する

こと。

ロ ７０歳に達する日の属する月の翌月以降の入院療養の場合

支払基金は、７０歳に達する日の属する月の翌月以降の入院療養に

おいて社会保険と公費負担医療の併用の療養と保険単独の療養が併せ

て行われる場合につき、保険単独の療養に係る一部負担金等と公費負

担医療に係る費用徴収額を合算した額が次に掲げる者の区分に応じ、

それぞれ定められた限度額（以下ロにおいて「限度額」という。）を超

えるときは、当該合算した額と限度額の差額についても保険者に請求

すること。

なお、令第４２条第２項第３号又は第４号に掲げる者に該当してい

ることにつき保険者の認定を受けている者の入院療養において、公費

負担医療における費用徴収額が限度額を超える場合は、費用徴収額と

限度額の差額についても保険者に請求すること。

① 次に掲げる者以外の者

・多数回該当以外の場合

６２，１００円（当該療養を平成２０年４月から平成２２年３

月までの間に受けた場合にあつては４４，４００円）。ただし、７

５歳到達時特例対象療養の場合にあつては、３１，０５０円（当

該療養を平成２１年１月から平成２２年３月までの間に受けた場

合にあつては２２，２００円）とする。

・多数回該当の場合

４４，４００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合に

あつては、２２，２００円とする。

② 第４２条第３項第２号に掲げる者

・多数回該当以外の場合

８０，１００円に医療費のうち２６７，０００円を超える部分

の１００分の１を加えた額。ただし、７５歳到達時特例対象療養

に係るものにあつては、４０，０５０円に医療費のうち１３３，

５００円を超える部分の１００分の１を加えた額）。



・多数回該当の場合

４４，４００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合にあ

つては、２２，２００円とする。

③ 第４２条第３項第３号に掲げる者に該当していることにつき保険

者の認定を受けている者

２４，６００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合にあ

つては、１２，３００円とする。

④ 第４２条第３項第４号に掲げる者に該当していることにつき保険

者の認定を受けている者

１５，０００円。ただし、７５歳到達時特例対象療養の場合にあ

つては、７，５００円とする。

（３）（２）は、入院以外の療養であって、一の医療機関による総合的かつ

計画的な医学的管理の下における療養として厚生労働大臣が定めるもの

について準用すること。

（４）（３）の一の医療機関による総合的かつ計画的な医学的管理の下にお

ける療養は、在宅時医学総合管理料（特定施設入居時等医学総合管理料

を含む。）及び在宅末期医療総合診療料が算定されるべき療養並びにこ

れらの療養を受ける者が当該療養を受ける月において当該療養を行う医

療機関から受ける外来療養とされたこと。

５ 保険者の事務

高額療養費が保険医療機関等に支払われるものである場合、保険者は診療

報酬明細書の左下の負担金額欄又は一部負担金欄の記載内容を確認すること

により、被保険者に対し高額療養費を重ねて支給することのないよう特に注

意すること。

なお、公費負担医療が行われる療養に係る高額療養費について被保険者か

ら請求があつたときは、保険者において事実関係を十分に聴取、調査し処置

すること。

６ その他

各種共済組合についても同様の扱いとされること。

なお、国民健康保険については別途通知されるものであること。



（別紙）

１ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による一般疾病医療費の支給

２ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２０条第２項の医療に係る療

育の給付又は同法第２４条の２０第１項（同法第６３条の３の２第３項にお

いて適用する場合を含む。）の障害児施設医療費の支給

３ 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５８条第１項の自立支

援医療、同法第７０条第１項の療養介護医療費又は同法第７１条第１項の基

準該当療養介護医療費の給付

４ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第３０条第１項の規定により費用の負担が行われる医療に関する給付

５ 生活保護法第１５条の医療扶助

６ 削除

７ 麻薬及び向精神薬取締法（昭和２８年法律第１４号）第５８条の１７第１

項の規定により費用の負担が行われる医療に関する給付

８ 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２０条の養育医療の給付

９ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法

律第１１４号）第３７条第１項又は第３７条の２第１項の規定により費用の

負担が行われる医療に関する給付

１０ 石綿による健康被害の救済に関する法律（平成１８年法律第４号）第４

条第１項の医療費の支給

１０の２ 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法

（平成２３年法律第１２６号）第１２条第１項の定期検査費又は同法第１３

条第１項の母子感染防止医療費の支給

１１ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の事業、同法第

２２条第１項の助産の実施、同法第２７条第１項第３号の措置（知的障害児

通園施設への入所措置を除く。）、同条第２項の指定医療機関への委託措置又

は同法第３３条の一時保護に係る医療の給付

１２ 沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関する政令（昭

和４７年政令第１０８号）第３条又は第４条の医療費の支給

１３ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１８条第２項の障害

者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条第５項の厚生労働省令で

定める施設又は指定医療機関における医療の給付

１４ 昭和４８年４月１７日衛発第２４２号厚生省公衆衛生局長通知「特定疾

患治療研究事業について」による治療研究に係る医療の給付

１５ 昭和５９年４月１０日衛発第２６６号厚生省公衆衛生局長通知「毒ガス

障害者救済対策事業の実施について」による医療費の支給



１６ 平成元年７月２４日健医発第８９６号厚生省保健医療局長通知「先天性

血液凝固因子障害等治療研究事業について」による治療研究に係る医療の給

付

１７ 平成４年４月３０日環保業第２２７号環境事務次官通知「水俣病総合対

策費の国庫補助について」による療養費及び研究治療費の支給

１８ 平成１５年６月６日環保企発第０３０６０６００４号環境事務次官通知

「「茨城県神栖町における有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係

る緊急措置事業要綱」についてによる医療費の支給

１９ 平成１７年５月２４日環保企発第０５０５２４００１号環境事務次官通

知「メチル水銀の健康影響に係る調査研究事業について」による研究治療費

の支給

２０ 平成２０年２月２１日保発第 0221003 号厚生労働省保険局長通知「７０

歳代前半の被保険者等に係る一部負担金等の軽減特例措置の取扱いについ

て」による医療費の支給

２１ 平成２０年３月３１日健発第 0331001 号厚生労働省健康局長通知「感染

症対策特別促進事業について」による肝炎治療特別促進事業に係る医療の給

付

２２ 都道府県又は市町村（以下「都道府県等」という。）が行う医療に関す

る給付であつて、社会保険診療報酬支払基金法第１５条第３項の規定に基づ

き厚生労働大臣の定める医療に関する給付（昭和５２年厚生省告示第２３９

号）各号に掲げる医療に関する給付に準ずるもの

２３ 都道府県等が行う医療に関する給付であつて、社会保険診療報酬支払基

金法（昭和２３年法律第１２９号）第１５条第２項に規定する法律による医

療に関する給付に準ずるもの


